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【誤訳訂正書】
【提出日】平成20年5月29日(2008.5.29)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の共振装置に問い合わせ、当該装置のそれぞれの共振周波数を決定する方法であっ
て、
　（１）共振装置ごとに、推定最適問い合わせ周波数を決定するステップと、
　（２）各共振装置の問い合わせを、ステップ（１）で決定されたそのそれぞれの推定最
適問い合わせ周波数で複数回繰り返して、各共振装置から応答パルス信号を受信するステ
ップと、
　（３）ステップ（２）の結果として蓄積されるパルス信号に対して離散フーリエ変換を
実行して各共振装置ごとのスペクトル密度を算出し、各共振装置ごとのピーク周波数を決
定するステップと、
　（４）ステップ（２）およびステップ（３）を複数回繰り返した後でステップ（３）か
ら得られた各共振装置ごとのピーク周波数の平均を決定するステップと、
　を含んでなる方法。
【請求項２】
　ステップ（４）が、前記決定された平均周波数ごとに標準偏差を決定することと、該平
均周波数との差が該標準偏差の所定の倍数よりも大きい周波数を不合格とすることと、該
不合格とされたデータを排除した後に平均周波数を計算し直すこととを含むことを特徴と
した請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記推定最適問い合わせ周波数が、前記共振装置からの信号が最大電力スペクトル密度
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を有するときの周波数を求めることによって決定されることを特徴とする請求項１または
２に記載の方法。
【請求項４】
　前記最大電力スペクトル密度が、周波数ダウンコンバージョン、中間周波数での応答の
サンプリングおよび離散フーリエ変換の計算によって決定されることを特徴とする請求項
３に記載の方法。
【請求項５】
　前記最大電力スペクトル密度が、自動利得制御を備えた線形増幅器によって決定され、
前記推定最適問い合わせ周波数として、そのサイドローブの平均レベルに対するスペクト
ル密度のピーク値の割合が最大になるものが選択されることを特徴とする請求項３に記載
の方法。
【請求項６】
　前記最大電力スペクトル密度が、制限増幅器を使用することによって決定され、前記周
波数として、センサ応答の長さを最大にするものが選択されることを特徴とする請求項３
に記載の方法。
【請求項７】
　前記推定最適問い合わせ周波数がＩＳＭバンドのそれぞれのサブバンド内にあることを
特徴とする請求項１から６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　請求項１のステップ（２）の繰り返し中に、受信される各パルス信号は、ダウンコンバ
ートされ、サンプリングされ、蓄積されて、推定最適問い合わせ周波数を有する問い合わ
せパルスを用いることによって得られる応答パルス信号のコヒーレント蓄積を提供するこ
とを特徴とする請求項１から７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項９】
　前記コヒーレント蓄積が、受信機シンセサイザと送信機シンセサイザの両方で一つの共
通した発振器、およびＤＳＰチップ内のクロックジェネレータを使用することによって達
成されることを特徴とする請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　ステップ（２）の繰り返し問い合わせ回数および問い合わせが実施される速度は、総問
い合わせ期間が問い合わせ装置に対するセンサの周期的な移動の周期と比較して小さくな
るように構成されていることを特徴とする請求項１から９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１１】
　各コヒーレント蓄積が各問い合わせ周波数ごとに繰り返され、蓄積の二回目のサイクル
の間に問い合わせパルス中に９０°の位相シフトが追加導入されるか、蓄積の二回目のサ
イクルの間に遅延を伴うサンプリングがなされることを特徴とする請求項８または９に記
載の方法。
【請求項１２】
　サンプリング間隔が整数によって除算される中間周波数での９０°の位相シフトに相当
するように、サンプリングレートが選択されることを特徴とする請求項１から１０のいず
れか一項に記載の方法。
【請求項１３】
　決定された周波数が圧力および温度を計算するために使用されることを特徴とする請求
項１から１２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記共振装置がＳＡＷデバイスであることを特徴とする請求項１から１３のいずれか一
項に記載の方法。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
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【訂正の内容】
【発明の詳細な説明】
【発明の名称】受動センサ監視システムのための問い合わせ方法
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば車両のタイヤの中の空気の圧力と温度を測定するために使用されるよ
うな無線問い合わせ式の受動センサトランスポンダに基づきセンサシステムに問い合わせ
る方法に関する。さらに具体的には、本発明の好適実施形態は圧力と温度を高い精度で測
定可能にする受動センサ問い合わせアルゴリズムを提供する。
【背景技術】
【０００２】
　受動圧力センサと受動温度センサの無線問い合わせの問題の数多くの解決策は従来の技
術で既知である。センサは、他の方法も考えられる（例えば、バルク音波デバイスまたは
誘電体共振器）が、好ましくはＳＡＷ技術に基づいてワンポート遅延回路またはワンポー
ト共振器のどちらかを活用する。遅延回路［非特許文献１参照］または共振器［非特許文
献２参照］の使用は、一方では受動センサ応答を、他方では環境エコー信号とともに直接
フィードスルー信号を区別する必要性によって決定される。これは遅延回路および共振器
のインパルス応答が任意の寄生信号よりかなり長いという事実を利用することにより達成
される。
【０００３】
　遅延回路に基づいた受動ＳＡＷセンサの問い合わせは通常非常に短い（典型的には０．
１μｓ）ＲＦパルスによって実行される。その結果、問い合わせシステムは、１ＧＨｚ以
下の免許が必要とされない産業科学医療用（ＩＳＭ）バンドでは利用できない１０ＭＨｚ
あるいはそれ以上もの相対的に広い帯域幅を必要とする。高Ｑワンポート共振器に基づく
センサの方が、その狭帯域応答のため、これらのバンドにはより適している。この理由か
ら、私達は、好ましくはＳＡＷ共振器に基づいた共振器型受動センサの問い合わせに焦点
を合わせるものとする。問い合わせの主要な目的は、相対的に長い狭帯域のＲＦ問い合わ
せパルスによって励起される共振器内の固有振動の周波数（共振周波数）を測定すること
である。共振周波数は、温度と圧力に依存するようにすることができるため、共振周波数
を知ることにより温度と圧力を計算できる。
【０００４】
　変化するアンテナインピーダンスの共振周波数に対する影響を除外するために、従来の
技術［前記の非特許文献２参照］は、一つのアンテナに接続されている（おそらく共振周
波数がわずかに異なった）二つの類似した共振器の固有振動の周波数間の差異を測定する
ことを提案している。両方の共振器とも同じ温度にあり、異なる感圧性を有する場合には
、圧力は周波数の差異から検出することができ、温度の影響は大幅に削減されるだろう。
二つの共振器は、両方の共振器の中の固有振動を同時に励起するバイハーモニックＲＦパ
ルスによって非常に効率的に問い合わせることができる［特許文献１参照］。問い合わせ
パルスが終了すると、応答は、測定された周波数差異に等しいビート周波数を有し指数関
数的に減衰しているビート信号を提示する。ビート周波数は振幅検出および周期カウント
によって正確に求めることができる。
【０００５】
　圧力と温度の両方を同時に測定するケースでは、一つのアンテナに接続されている少な
くとも三台の共振器が必要とされ、二つの未知数、つまり圧力と温度を計算するためには
二つの周波数差異を測定する必要がある［非特許文献３参照］。ビート周波数の測定はこ
のケースでは不可能である。文献から次に挙げる問い合わせ技法が知られている。
【０００６】
　１． 共振器は順番にＲＦパルスによって励起される。各共振器の急激に減衰する応答
はアンテナによりピックアップされ、共振周波数の変形を追跡調査するゲートＰＬＬ向け
の入力信号として使用される［非特許文献４参照］。この技法は単一の共振器に対して使
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用するケースには比較的向いているが、三台の共振器に使用するケースでは、特にその周
波数が互いに近すぎる場合、扱いづらく、信頼性が低くなりすぎる。
【０００７】
　２． 共振器はＲＦパルスによって順番に励起される。各共振器の急激に減衰する応答
はアンテナによりピックアップされ、さらに低い中間周波数にダウンコンバートされてか
ら、固有振動の期間がカウントされる［特許文献１参照］。この方法も、単一の共振器に
使用される場合、あるいは共振周波数間の離隔が共振器帯域幅よりはるかに大きい場合に
うまく機能する。しかしながら、それが（ＩＳＭバンドでのケースである）帯域幅の１０
倍未満である場合には、複数の共振器がＲＦパルスによって励起されると、センサ応答の
寄生周波数変調が生じ、測定の精度が大幅に低くなる。
【０００８】
　３． 三台すべての共振器が一度の進行で励起される。センサ応答のスペクトルは離散
フーリエ変換によって受信機内で解析され、すべての共振周波数が測定される［非特許文
献５参照］。この方法により、大多数の共振器の問い合わせが可能になる。しかしながら
、それはセンサの動作の周波数範囲全体をカバーする広帯域ＲＦパルスの使用を必要とす
る。問い合わせパルスのピーク電力がＩＳＭバンド（通常１０ｍＷ以下）に制限されるこ
とを念頭に入れると、パルスのスペクトルの拡散により共振器励起の効率が減少すること
は明らかである。それは信号対雑音比（ＳＮＲ）、ひいては測定の精度に悪影響を及ぼす
。
【０００９】
【特許文献１】英国特許出願公開第２３５５８０１号（GB 2 355 801 A）明細書［出願番
号：ＧＢ９９２５５３８．２］
【非特許文献１】Ｆ．ＳｃｈｍｉｄｔおよびＧ．Ｓｃｈｏｌｌ共著、「無線ＳＡＷ識別お
よびセンサシステム（Ｗｉｒｅｌｅｓｓ ＳＡＷ ｉｄｅｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ ａｎｄ 
ｓｅｎｓｏｒ ｓｙｓｔｅｍｓ）」、Ｃ．Ｗ．Ｃ． ＲｕｐｐｅｌおよびＴ．Ａ．Ｆｊｅｌ
ｄｌｙ編、弾性表面波技術、システムおよび応用における進展（Ａｄｖａｎｃｅｓ ｉｎ 
Ｓｕｒｆａｃｅ Ａｃｏｕｓｔｉｃ Ｗａｖｅ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ， Ｓｙｓｔｅｍｓ 
ａｎｄ Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ）、（シンガポール）、ワールドサイエンティフィッ
ク（Ｗｏｒｌｄ Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ）社、２００１年、ｐ．２８７）所収
【非特許文献２】Ｗ．Ｂｕｆｆ、Ｓ．Ｋｌｅｔｔ、Ｍ．Ｒｕｓｋｏ、Ｊ．Ｅｈｒｅｎｆｏ
ｒｄｔ、およびＭ．Ｇｏｒｏｌｌ共著、「ＳＡＷ共振器デバイスを使用する温度および圧
力の受動遠隔検知（Ｐａｓｓｉｖｅ ｒｅｍｏｔｅ ｓｅｎｓｉｎｇ ｆｏｒ ｔｅｍｐｅｒ
ａｔｕｒｅ ａｎｄ ｐｒｅｓｓｕｒｅ ｕｓｉｎｇ ＳＡＷ ｒｅｓｏｎａｔｏｒ ｄｅｖｉ
ｃｅｓ）」、超音波、強誘電体、および周波数制御に関するＩＥＥＥ議事録（ＩＥＥＥ 
Ｔｒａｎｓ． Ｏｎ Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃｓ， Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃｓ ａｎｄ 
Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ Ｃｏｎｔｒｏｌ）、（アメリカ合衆国）、１９９８年、第４５巻、
第５号、ｐ．１３８８～１３９２
【非特許文献３】Ｗ．Ｂｕｆｆ、Ｍ．Ｒｕｓｋｏ、Ｍ．Ｇｏｒｏｌｌ、Ｊ．Ｅｈｒｅｎｐ
ｆｏｒｄｔおよびＴ．Ｖａｎｄａｈｌ共著、「無線用途のための汎用圧力および温度ＳＡ
Ｗセンサ（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ ｐｒｅｓｓｕｒｅ ａｎｄ ｔｅｍｐｅｒａｔｕｒｅ ＳＡ
Ｗ ｓｅｎｓｏｒ ｆｏｒ ｗｉｒｅｌｅｓｓ ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ）」、ＩＥＥＥ超
音波シンポジウム論文集（ＩＥＥＥ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｙｍｐ．Ｐｒｏｃｅｅｄ
ｉｎｇｓ）、（アメリカ合衆国）、１９９７年、ｐ．３５９～３６２
【非特許文献４】Ａ． Ｐｏｈｌ、Ｇ．Ｏｓｔｅｒｍａｙｅｒ、およびＦ． Ｓｅｉｔｆｅ
ｒｔ共著、「遠隔高Ｑ ＳＡＷ共振器に固定された発振器回路を使用する無線検知（Ｗｉ
ｒｅｌｅｓｓ ｓｅｎｓｉｎｇ ｕｓｉｎｇ ｏｓｃｉｌｌａｔｏｒ ｃｉｒｃｕｉｔｓ ｌ
ｏｃｋｅｄ ｔｏ ｒｅｍｏｔｅ ｈｉｇｈ－Ｑ ＳＡＷ ｒｅｓｏｎａｔｏｒ）」、超音波
、強誘電体、および周波数制御に関するＩＥＥＥ議事録（ＩＥＥＥ Ｔｒａｎｓ． Ｏｎ 
Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃｓ， Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃｓ ａｎｄ Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ 
Ｃｏｎｔｒｏｌ）、（アメリカ合衆国）、１９９８年、第４５巻、第５号、ｐ．１１６１
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～１１６８
【非特許文献５】Ｌ． Ｒｅｉｎｄｌ、Ｇ． Ｓｃｈｏｌｌ、Ｔ． Ｏｓｔｅｒｔａｇ、Ｈ
． ＳｃｈｅｒｒおよびＦ．Ｓｃｈｍｉｄｔ共著、「センサとしての受動ＳＡＷ無線トラ
ンスポンダの理論および応用例（Ｔｈｅｏｒｙ ａｎｄ ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ ｏｆ ｐ
ａｓｓｉｖｅ ＳＡＷ ｒａｄｉｏ ｔｒａｎｓｐｏｎｄｅｒｓ ａｓ ｓｅｎｓｏｒｓ）」
、超音波、強誘電体、および周波数制御に関するＩＥＥＥ議事録（ＩＥＥＥ Ｔｒａｎｓ
． Ｏｎ Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃｓ， Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃｓ ａｎｄ Ｆｒｅｑｕ
ｅｎｃｙ Ｃｏｎｔｒｏｌ）、（アメリカ合衆国）、１９９８年、第４５巻、第５号、ｐ
．１２８１～１２９１
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明の目的はフーリエ解析の優位点を保ちつつ、同時に共振器励起の効率が高く、測
定精度の高い問い合わせ方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明のある態様に従って、複数の共振装置に問い合わせ、当該装置のそれぞれの共振
周波数を決定する方法は、
（１）共振装置ごとに推定最適問い合わせ周波数を決定するステップと、
（２）ステップ（１）によって決定されたそのそれぞれの推定最適問い合わせ周波数で複
数回各共振装置の問い合わせを繰り返すステップと、
（３）ステップ（２）の結果として蓄積されるパルス信号に対して離散フーリエ変換を実
行して各共振装置ごとのスペクトル密度を算出し、各共振装置ごとのピーク周波数を決定
するステップと、および
（４）ステップ（２）およびステップ（３）を複数回繰り返した後でステップ（３）から
得られた各共振装置ごとのピーク周波数の平均を決定するステップと、
　を備える。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　本発明は、以下、添付図面を参照しつつ説明するその好適な実施形態についての記載か
らさらによく理解されるだろう。なお、以下に記載の好適な実施形態は、一例に過ぎない
。
【００１３】
　まず図１を参照すると、本発明は車両のタイヤの中の温度と圧力を監視するシステムに
特に適用できる。しかしながら、本発明がこの応用例に制限されることなく、圧力と温度
が監視される他の環境に、あるいは複数の他の周辺部が受動センサシステムによって測定
されることになる事実上他の環境に適用してよいことが理解されなければならない。本発
明の好適実施形態は、一つの共通アンテナ１２に接続される三つの弾性表面波デバイスＳ
ＡＷ１、ＳＡＷ２、およびＳＡＷ３ を含む。ＳＡＷデバイスの使用は検知された状態を
示す信号を発生させる手段として好ましいが、発明がこのようなデバイスに制限されず、
共振周波数によって適切な示度を提供することができる他の受動センサが利用されてよい
ことが理解されなければならない。
【００１４】
　本発明の特に好ましい応用例（車両のタイヤの圧力と温度の検知）では、ＳＡＷデバイ
スＳＡＷ１、ＳＡＷ２、ＳＡＷ３およびアンテナ１２が装置Ａとして車両のタイヤの中に
取り付けられる。励起および監視装置Ｂは、タイヤが装着された装置に励起信号を提供し
、それから応答信号を受信するために車両に設置されている。この目的のため、装置Ｂは
、パッケージＡのアンテナ１２と通信するためのアンテナ１１を含む。
【００１５】
　問い合わせパルスは送信機シンセサイザ１０によって励起される電力増幅器８によって
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生成される。パルスは、ＲＦスイッチ１を通って問い合わせ装置Ｂのアンテナ１１に到達
する。放射された電磁波がセンサ装置Ａのアンテナ１２によってピックアップされ、この
ようにしてセンサの中の三台のＳＡＷ共振器を励起する。再放射されたセンサ応答はセン
サアンテナによって送信され、アンテナ１１によって受信される。信号はフロントエンド
低雑音増幅器２を通って、周波数変換器に達すると、そこで受信機シンセサイザ３の信号
と混合される。受信機シンセサイザ３と送信機シンセサイザ１０の間の周波数差異は中間
周波数、例えば、１ＭＨｚに等しい。ＩＦ信号は、フィルタ４と（受信機のダイナミック
レンジを増大する）制限増幅器を通って、例えば１０ＭＨｚまたは２０ＭＨｚなどのＩＦ
と比較してサンプリングレートが十分に高い８ビットまたは１０ビットのアナログ／デジ
タル変換器６に到達する。デジタルフォーマットのセンサ応答は、ＤＳＰチップ７の内部
メモリに記憶され、そこで問い合わせプロセスの間にコヒーレントに蓄積される。次に、
チップは三台すべてのＳＡＷ共振器に対してデータのフーリエ変換を実行し、三つの共振
周波数を計算し、平均化手順を実行し、圧力と温度を計算する。ＤＳＰチップ７は、シン
セサイザ３、シンセサイザ１０、ＲＦスイッチ１、およびＡＤＣ６の動作も制御する。さ
らに、それは受信機と送信機間の隔離を増大するために電力増幅器８およびＬＮＡ２をイ
ネーブル、ディスエーブルすることもできる。センサ応答のコヒーレントな蓄積を確実す
るための手段の１つとして、同じ水晶発振器９が、好ましくは両方のシンセサイザとＤＳ
Ｐチップのために基準として使用される。
【００１６】
　前記システムは、イメージ・チャネル・リジェクションを強化する二重周波数変換受信
機を使用して実現することもできる。代替受信機アーキテクチャは直接周波数変換に基づ
くことができる。これにより、直角位相チャネルを生成するために、シンセサイザの内の
一台の取り外し、および第二のミキサとＡＤＣの追加が行われるだろう。
【００１７】
　ここで図２を参照すると、本発明の好ましい方法が説明される。三台の共振器ＳＡＷ１
、ＳＡＷ２、ＳＡＷ３は、わずかに異なる共振周波数、および異なる温度敏感性と感圧性
を有している。周波数は、それらの間の最小離隔が任意の圧力と温度での共振器帯域幅以
上となるように選ばれる。その結果、全体的な操作周波数バンド（例えばＩＳＭバンド）
は三台の共振器によって占められる三つのサブバンドに分割される。
【００１８】
　センサＡは、スペクトル幅が共振器帯域幅以下である矩形ＲＦパルスによって問い合わ
される。これにより、問い合わせ周波数が共振器の共振周波数に近い場合には共振器の効
率的な励起が保証される。各サブバンドでは、その間の離隔が共振器の帯域幅以下になる
ように選ばれる複数の離散問い合わせ周波数がある。離散問い合わせ周波数の数はＳＡＷ
共振器のＱに依存している。例えば、無負荷Ｑ＝５０００のケースでは、４３４ ＭＨｚ
のＩＳＭバンド内においては九つの問い合わせ周波数があれば十分だろう。
【００１９】
　その結果、温度と圧力がどうであれ、三台の共振器の最適励起を保証する選ばれた離散
周波数の集合からつねに三つの問い合わせ周波数が存在するだろう。励起は、共振器内の
振動の振幅が問い合わせパルスの最後までに所与の励起振幅に対する最大可能振幅に近く
なるという意味で最適である。
【００２０】
　問い合わせ手順は、図２のフローチャートによって図解されるような五つの主要な段階
から構成されている。
【００２１】
１． センサ応答の電力スペクトル密度を最大化する三つの最適問い合わせ周波数の決定
　この段階では、センサはすべての離散問い合わせ周波数で次々に問い合わせされる。毎
回、問い合わせパルスを放出させた後に、センサ応答が受信され、そのスペクトル密度が
求められる。それは、例えば、周波数ダウンコンバージョン、中間周波数での応答のサン
プリングおよび離散フーリエ変換の計算によって実行することができる。その後、各サブ
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バンドに一つずつ三つの最適周波数が選ばれ、スペクトル密度の最大ピーク値を求める。
該三つの周波数には、一つの選択肢として、自動利得制御付きの線形増幅器が受信機で使
用される場合には、そのサイドローブの平均レベルに対するスペクトル密度のピーク値の
割合を最大にするものが選ばれる。他の選択肢として、該三つの周波数には、制限増幅器
が受信機で使用される場合には、センサ応答の長さを最大化するものが選択できる。
【００２２】
　この段階で、私達はスペクトル密度のピーク周波数を測定することによってすでに三つ
の共振周波数を決定することができる。しかしながら、雑音が存在すること、および、フ
ーリエ解析の分解能が有限であることを考慮すると、これは私達に固有振動の実際の周波
数の粗い推定値を示すに過ぎないだろう。
【００２３】
２． センサ応答のコヒーレント蓄積
　この段階では、各最適問い合わせ周波数で順番にセンサの問い合わせをＮ回繰り返す。
受信器によりピックアップされた信号は、ダウンコンバートされ、サンプリングされ、シ
ステムメモリ内の三つのデータアレイにコヒーレントに蓄積される。コヒーレント蓄積の
目的は、ＳＮＲを√Ｎ倍に増加させることである。例えば、受信機シンセサイザと送信機
シンセサイザの両方で、ＤＳＰチップ内のクロックジェネレータとして一つの共通の水晶
安定化発振器を使用することによって、確実にコヒーレントな蓄積が実現可能となる。言
い換えると、中間周波数での問い合わせ信号の周期、および問い合わせパルス間の間隔は
サンプリング周期の整数になるように選ばれる。さらに、蓄積されるパルスＮの数は、コ
ヒーレント蓄積に必要とされる総時間（約１～２ｍｓ）が車両タイヤの回転の周期と比較
して十分に小さく（例えば１／４０に）なるように十分小さい値（Ｎ＝１０～３０）が選
ばれる。その結果、センサアンテナの位置の変化が蓄積中にセンサ応答の位相を大きく変
動させてしまうことがなくなる。それは、タイヤの回転の結果のアンテナインピーダンス
変動によって引き起こされる三台の共振器間の周波数差異の変動を最小限に抑えるという
観点からも重要である。
【００２４】
　コヒーレント蓄積を実行する前に、三つの最適問い合わせ周波数のそれぞれで干渉の存
在もチェックされる。これは、例えば問い合わせパルスがない場合に受信される信号のス
ペクトル密度の最大値を適切な閾値レベルと比較することによって実行できる。それが閾
値レベルを上回る場合には、システムはいくらかの遅延の後に問い合わせを繰り返す。コ
ヒーレント蓄積サイクルの中ではより簡便な干渉検出手順を使用することもできる。この
ケースでは、干渉は、各問い合わせパルスを放出させる前に１から２μｓの間、受信信号
のピーク値を測定することによって検出できる。
【００２５】
３． 離散フーリエ変換および補間
　この段階では、コヒーレント蓄積の結果として獲得された三つのデータアレイが、離散
フーリエ変換（ＤＦＴ）によって三つのスペクトル密度を計算するために使用される。そ
れぞれのスペクトルには、他の２台の共振器の励起を原因とした他のピークがある可能性
があるが単一の共振器の周波数応答に一致するピークが含まれている。しかしながら、メ
インピークは相対的に大きな振幅を有するものであり、それよりも小さなピークは無視さ
れる。メインピーク周波数は固有振動の関連周波数に相当する。フーリエ解析△ｆの分解
能は、解析時間が、例えば最大０．１から０．２ｍｓ、１０から２０μｓに増加されるよ
うにゼロ充填によって増加され、△ｆ＝５～１０ＫＨｚを示す。この精度はまだ多くの応
用例にとっては十分ではない。
【００２６】
　それぞれ三台の共振器ごとに共振周波数を正確に見つけ出すためにピーク周波数の近傍
で二次補間または三次以上の補間を使用することによって、さらなる精度の向上が達成さ
れる。その結果、その精度はフーリエ解析の分解能によって制限されることはなくなるが
、おもにシステム雑音によって制限される。
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【００２７】
　周波数測定誤差には、雑音に起因する偶発的な要素を除いても、センサ応答の長さが有
限であることに起因するシステム上の要素（バイアス）もある。該バイアスの値は中間周
波数でのセンサ応答パルスの初期位相角度に依存し、それはコヒーレント蓄積のサイクル
ごとに変わり得る。初期位相は未知の共振周波数と問い合わせ周波数との間の離隔によっ
て決定されるため、それを予測することは不可能である。以下の方法は、該バイアスを大
幅に削減することによってシステムの精度を高めるために使用される。
【００２８】
　ａ）コヒーレント蓄積は問い合わせ周波数ごとに二回ずつ繰り返されるが、蓄積の二回
目のサイクルの間に問い合わせパルスに９０°の位相シフトが追加導入される。あるいは
その代わりに、蓄積の二回目のサイクルの間の公称中間周波数（問い合わせ周波数と局所
発振器の周波数との差異）をｆｉｎｔとして、遅延τ＝１／（４ｆｉｎｔ）でサンプリン
グがなされる。ＤＦＴおよび補間の手順も二度実行され、結果として得られた二つのピー
ク周波数の平均を求める。該二つのピーク周波数のバイアスは符号が反対で絶対値がほぼ
等しい値であって、それらは互いを相殺するため、この平均周波数は測定された共振周波
数に非常に近くなる。この方法の不利な点は、測定時間が全体として二倍になるという点
である。
【００２９】
　ｂ）第二の方法は測定時間の増加を必要としない。コヒーレント蓄積は各問い合わせ周
波数で一回ずつ繰り返される。サンプリングレートは、サンプリング間隔Ｔｓが任意の整
数で除算される公称中間周波数での９０°の位相シフトに相当するように選ばれる。言い
換えると、Ｔｓ＝τ／ｎ（ｎ＝１，２，３…）である。例えば、ｆｉｎｔ＝１ＭＨｚであ
る場合には、τ＝０．２５μｓであるため、Ｔｓは０．０５μｓに等しくなるように選ぶ
ことができる。第一のＤＦＴは最初のサンプルから実行され、第二のＤＦＴはｎ番目のサ
ンプルから実行される。事実上、それは、サンプルの二つの集合の間に９０°の位相シフ
トがあることを意味している。ＤＦＴおよび補間によって得られた該二つのピーク周波数
の平均化の結果、バイアスの値は大幅に引き下げられる。一例として、３５０ｋＨｚとい
う三つの共振周波数間の最小離隔について、バイアスの最大値は、１．６９ｋＨｚから０
．５７ｋＨｚに引き下げられる。
【００３０】
４． 共振周波数データの統計処理および分析
　段階１から３（あるいは、共振周波数の変動が低速であって段階１の頻繁な繰り返しが
必要でない場合には、２および３のみ）は連続的に繰り返され、三つの共振周波数に関す
るデータはシステムメモリ内の三つのデータアレイに記憶される。問い合わせのＭ回のサ
イクル（Ｍは、例えば１０から３００といった広範囲に変動し得る）の後、三つの共振周
波数のそれぞれの平均値ｆ１，２，３と標準偏差σ１，２，３が計算される。その結果、
ｆ１，２，３の標準偏差はσ１，２，３と比較してさらに約√Ｍ分の１に減少している。
そして、以下の条件
　　　｜ｆｉ－ｆ１，２，３｜≦ｋσ１，２，３

（ここで、ｋは１から３の値を有するものであってよい）を満たさない関連するアレイの
すべての周波数ｆｉは、考慮から除外され、平均周波数が再計算される。共振周波数にお
ける大きな誤差の原因となるコヒーレント蓄積の間の干渉と信号振幅の突然の低下の考え
られる影響を排除するために、最後の手順が実行される。標準偏差σ１，２，３は、共振
周波数についての情報の妥当性検査の基準として使用することもできる。
【００３１】
５． 圧力と温度の計算
　平均化の後、二つの差異周波数が計算され、圧力と温度が例えば参考資料［非特許文献
３参照］に説明される方法を使用して算出される。
【００３２】
　提案された問い合わせ方法は、５ｘ１０－６より優れた共振周波数測定の精度を達成す
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ることを目的としている。４３４ ＭＨｚ ＩＳＭバンドで動作するＳＡＷ共振器のケース
では、１ｐｓｉより優れた圧力測定の精度、および１℃より優れた温度測定の精度を示す
必要がある。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】車両のタイヤの中で使用するための圧力と温度の監視システムを概略で示す。
【図２】本発明によって提案される問い合わせアルゴリズムを示す。
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